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香港がEUの税務面での「グレーリスト」から除外

されるために、キャピタルゲインに関するFSIE制

度の範囲を拡大予定 
 

 

 

2023年2月14日、EUは、税務面で非協力的な国・地域のリストの最新ラウンドの見直しの結論1を発表した。主な更新内容としては、香港

（とマレーシア）は「グレーリスト」2（税務面で非協力的な国・地域のリストの別表II）に残り、英領バージン諸島は「グレーリスト」から「ブラッ

クリスト」（税務面で非協力的な国・地域のリストの別表I）3へ移された。「ブラックリスト」と「グレーリスト」のその他の更新については、KPMG 

Euro Tax Flash(英語)を参照すること。 

最新のリストでは、18の国・地域が「グレーリスト」に、16の国・地域が「ブラックリスト」に掲載されている4。 
 

 

 

 

1 2023年2月14日に発行されたEUのプレスリリースは、このリンクからアクセス可能: Taxation: British Virgin Islands, Costa Rica, Marshall Islands and Russia added to EU list of non-cooperative jurisdictions for tax purposes 

- Consilium (europa.eu) 
 

2 香港の「グレーリスト」化に関する詳細な背景については、2021年9月に発行された香港タックスアラート第10回および2022年3月に発行された香港タックスアラート第2回を参照すること。 

3 BVIは、リクエストに対する情報交換に関する点で、OECDの基準を十分に遵守していないことが判明したため、「ブラックリスト」に移された。 

4 最新の「ブラックリスト」および「グレーリスト」については、こちらのEUのウェブサイトのリンクからアクセス可能: Taxation: EU list of non-cooperative jurisdictions - Consilium (europa.eu) 
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サマリー 

欧州連合（以下、EU）のアプローチの変更により、税務面で非協力的な国・地域のリストの最新の見直

しにおいて、香港特別行政区（以下、香港）は「グレーリスト」から除外されず、掲載されたままとなってい

る。香港が「グレーリスト」から除外されるためには、域外からのキャピタルゲインに対する現行の事業所得税

での取り扱いを変更するためのさらなる法改正が必要であり、2024年1月1日から施行される予定である。

この改正が施行されるまでは、この法改正による影響はない。 

またポジティブなニュースとして、政府は株式・持分の処分によるオンショア利益に対する課税の確実性を高

めるためのイニシアチブを発表した。 

https://kpmg.com/xx/en/home/insights/2023/02/etf-506-four-jurisdictions-added-to-annex-1-and-other-changes-to-eu-list-of-non-cooperative-jurisdictions.html
https://kpmg.com/xx/en/home/insights/2023/02/etf-506-four-jurisdictions-added-to-annex-1-and-other-changes-to-eu-list-of-non-cooperative-jurisdictions.html
https://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/2023/02/14/taxation-british-virgin-islands-costa-rica-marshall-islands-and-russia-added-to-eu-list-of-non-cooperative-jurisdictions-for-tax-purposes/?utm_source=dsms-auto&utm_medium=email&utm_campaign=Taxation%3a%2B%2BBritish%2BVirgin%2BIslands%2c%2BCosta%2BRica%2c%2BMarshall%2BIslands%2Band%2BRussia%2Badded%2Bto%2BEU%2Blist%2Bof%2Bnon-cooperative%2Bjurisdictions%2Bfor%2Btax%2Bpurposes
https://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/2023/02/14/taxation-british-virgin-islands-costa-rica-marshall-islands-and-russia-added-to-eu-list-of-non-cooperative-jurisdictions-for-tax-purposes/?utm_source=dsms-auto&utm_medium=email&utm_campaign=Taxation%3a%2B%2BBritish%2BVirgin%2BIslands%2c%2BCosta%2BRica%2c%2BMarshall%2BIslands%2Band%2BRussia%2Badded%2Bto%2BEU%2Blist%2Bof%2Bnon-cooperative%2Bjurisdictions%2Bfor%2Btax%2Bpurposes
https://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/2023/02/14/taxation-british-virgin-islands-costa-rica-marshall-islands-and-russia-added-to-eu-list-of-non-cooperative-jurisdictions-for-tax-purposes/?utm_source=dsms-auto&utm_medium=email&utm_campaign=Taxation%3a%2B%2BBritish%2BVirgin%2BIslands%2c%2BCosta%2BRica%2c%2BMarshall%2BIslands%2Band%2BRussia%2Badded%2Bto%2BEU%2Blist%2Bof%2Bnon-cooperative%2Bjurisdictions%2Bfor%2Btax%2Bpurposes
https://kpmg.com/cn/en/home/insights/2021/09/hk-tax-alert-10-j.html
https://kpmg.com/cn/en/home/insights/2022/03/hk-tax-alert-02-j.html
https://kpmg.com/cn/en/home/insights/2022/03/hk-tax-alert-02-j.html
https://www.consilium.europa.eu/en/policies/eu-list-of-non-cooperative-jurisdictions/#%3A%7E%3Atext%3DThe%20EU%20list%20of%20non-cooperative%20jurisdictions%20for%20tax%2Cbecomes%20official%20upon%20publication%20in%20the%20Official%20Journal
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域外からのキャピタルゲインに対する税制上の取り扱いの変更 

2021年10月にEUが香港を「グレーリスト」に追加したことを受け、香港は2019年に当初発表されたFSIE制度に関するEUのガイダンスに準拠

するため、2023年1月1日から配当、利息、持分処分収益、知的財産所得に対する改正された域外からの所得に係る免税（以下、FSIE）

制度を施行した。 

様々な国・地域のFSIE改革に関する技術的な検討の中で、EUの行動規範グループは、域外からのキャピタルゲインの扱いに関して、FSIE制度

に関するガイダンスを更新することを決定した。2022年12月、EUはガイダンスを更新し、FSIE制度の対象となる一般的な所得区分として、キャピ

タルゲインが経済的実体の要件を満たすことを明示的に要求している。残念ながら、香港はEUから、2023年末までに域外からのキャピタルゲイン

の取り扱いに関してさらなる法改正を行い、2024年1月から施行するよう求められている。 

このアプローチの変更は、この地域にある他の法域にも影響を与える可能性があると思われる。 

今後の予定 

EUのタックスリストの次回の更新は2023年10月に予定されている。 

 

香港政府は2023年2月15日にプレスリリース(英語)を発行し、株式や持分以外の資産に関する域外からの処分収益について、FSIE制度

に関するEUの最新のガイダンスに照らして、現行のFSIE制度をさらに改正することを発表している。 

政府のプレスリリースによれば、今後策定される改正FSIE制度では、金融・非金融にかかわらず、多国籍企業が香港で受け取った資産に関

する域外からのキャピタルゲインは、経済的実体要件が遵守されている限り非課税のままとなる。 

政府は、FSIE制度の改正案に関する協議を開始し、2023年末までに必要な法改正を実現することを目指す。 

また、政府は2023年2月13日に発表した別のプレスリリース(英語)で、持分売却に伴うオンショア利益の課税確実性を高めるためのイニシ

アチブを提案すると発表した。3月中旬には、このイニシアチブに関する貿易協議が開始される予定である。 

 

KPMGの見解 

資産（株式および持分を除く）の処分による域外からの収益の税法上の取り扱いに関する今後の変更については、現行の FSIE制度におけ

る域外からの持分処分収益の取り扱いと同様に、香港のMNE傘下の事業体が受け取るこれらの資産処分収益は、経済実体要件が遵守さ

れている場合には将来も非課税であると示唆されている。 

香港における域外からのキャピタルゲインに関する改正税制を策定する際には、香港政府は、この改正が 香港の企業に与える影響を最小限

にするために、以下のような様々な措置を講じることを検討するよう勧める。例えば、(1)香港の優遇税制（実質的な活動要件あり）を享受

している納税者が、同制度の下で要求される利益生産活動から得た収益を除外する、 (2)海外の不動産処分から得た収益を除外する、 

(3)グループ内の資産譲渡から得た収益の課税を繰り延べる、 (4)通常の事業所得ではなく、資本的資産から得た収益に対して軽減税率

を提供する、などである。 

もう一つの考慮すべき点は、FSIE制度の範囲内にある域外からの資産処分収益の金額を決定する際、資産の取得原価を2024年1月1日時

点の公正価値に再評価しなければならないという点である。税務条例のセクション15BA(3)には、資本勘定から収益関連勘定に移動する資産

を再評価する仕組みが既に存在することから、FSIE制度における域外からの資産処分収益を決定する際にも、同様の仕組みを認めることが適

切と思われる。 

 

KPMGを含む様々なステークホルダーは、香港の改正FSIE制度に関する以前の協議や立法作業において、キャピタルクレームが可能なオンシ

ョア持分処分収益に関して、納税者が現在直面している不確実性に懸念を表明している。KPMGは、このようなキャピタルクレームに関する課

税の確実性を高めるために、利害関係者の意見を求める貿易協議を開始するという政府の計画を歓迎し、政府の協議に積極的に参加する

つもりである。 

https://www.info.gov.hk/gia/general/202302/15/P2023021500462.htm
https://www.ird.gov.hk/eng/ppr/archives/23021301.htm
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KPMGは、政府が、現在シンガポール5で採用されているテストと同様の（あるいはそれ以上の）明確なテストをそのようなキャピタルクレームに対

して導入することを検討するように推奨する。 

香港における持分やその他の資産の処分による収益についてオフショアまたはキャピタルクレームを追求している香港企業は、この分野の今後

の展開を注意深く観察し、政府との協議の機会を利用して懸念を表明することを検討する必要がある。 

我々KPMGは、この分野の今後の動向を注視し、詳細が明らかになり次第、さらに情報を提供する予定である。 

 
 

 
 

5 シンガポールでは、次の条件を満たす場合、他の会社（投資先企業）の普通株式を処分することによって得た利益について、非課税とすることができる。「投資先企業の普通株式の20％以上を合法的かつ実質的に保有していること。」
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